
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

419 ○ 管理経費

分野別目標 3 ○ 法定受託事務

政 策 1

施 策 1

基本方針 1

継続 主な事務事業

Ｈ12

事業実施の根拠法令

関連個別計画

担当課・担当課長（Tel） 佐竹美登里 「３つの約束・４４の約束」との関連性

関連課 まちを元気に 人を元気に 非該当

４４の約束

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

当初予算 決算 当初予算 決算 計画 決算 決算 計画 決算

346,339 329,880 98,596 98,596 98,596

- - -71.5% 0.0% 0.0%

33,469 26,420 26,420 26,420 26,420

70 70

33,469 26,490 26,490 26,420 26,420

70,515 70,515 70,515 70,515 70,515
275,824 259,365 28,081 28,081 28,081
4.60 3.53 3.53 3.53 3.53

0.05 0.05

３　目標及び実績
平成25年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

年度目標値 300 300 300 300

実績値 150

全体目標値 1,500 全体目標達成度 10.0% 年度別達成度 50.0%

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値 30 30 30 30

実績値 90

全体目標値 150 全体目標達成度 60.0% 年度別達成度 300.0%

年度目標値 4 4 4 4

実績値 1

全体目標値 20 全体目標達成度 5.0% 年度別達成度 25.0%

○

単位

実
施
内
容

パンフレットやホームページ
による企業立地促進制度の情
報発信と企業訪問により、市
内企業の流出防止、市外から
の立地を積極的に働きかけ
る。立地企業に対し奨励金を
交付（１０件）。

パンフレットやホームページ
による企業立地促進制度の情
報発信と企業訪問により、市
内企業の流出防止、市外から
の立地を積極的に働きかけ
る。立地企業に対し奨励金を
交付。

パンフレットやホームページ
による企業立地促進制度の情
報発信と企業訪問により、市
内企業の流出防止、市外から
の立地を積極的に働きかけ
る。立地企業に対し奨励金を
交付。

パンフレットやホームページに
よる企業立地促進制度の情報発
信と企業訪問により、市内企業
の流出防止、市内からの立地を
積極的に働きかける。立地企業
に対し奨励金を交付。

パンフレットやホームページ
による企業立地促進制度の情
報発信と企業訪問により、市
内企業の流出防止、市外から
の立地を積極的に働きかけ
る。立地企業に対し奨励金を
交付。

平成29年度

計画

0.0%

26,420

事業費 98,596

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

伸び率（％）

活
動
指
標

そ の 他

問い合わせ及び相談件数

指標名及び達成状況

国庫支出金

既存市内企業（地場産業）の増設・拡張へ
の支援

県支出金

26,420

人件費

常勤職員

非常勤職員

企業立地促進奨励金　95,981千円

3.53

小計

事
業
費
等
 
千
円

平成26年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

成
果
指
標

単位 件

28,081一般財源（税等）

市　　債

70,515

30

300

主な予算内訳

企業立地促進奨励金の交付の指定を受けた企業数

指定に伴い新規雇用される雇用予定数(正社員）

単位 人

単位

4

社

事業進捗管理シート

企業立地対策事業
事業区分(1)

事業経費

その他

企業が成長できる環境づくり

市民と地域がつくる元気なまち

その他

○

款

事業種別

企業立地等の促進

事業区分(2)
自治事務

地域産業の振興

商工費

目 企業立地対策費

一般会計

商工費

会計・
予算区分

事業期間 ～ 大事業

項

企業立地対策事業

平成２７年度 平成２８年度平成２５年度 平成２６年度

和歌山市企業立地促進条例

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
　本市における企業立地を促進し、産業の振興と雇用機会の拡大を図るため、企業の立地動向や国
及び他都市の情報収集・交換を図り、企業立地促進奨励金制度のＰＲを行うとともに、和歌山市企
業立地促進条例に基づき奨励金を交付する。

 和歌山市企業立地促進条例に基づく奨励金制度を活用し、市
外企業の新規立地や市内企業の増設等を促進し、産業の振興と
雇用機会の拡大を図る。

企業立地課

産業を元気に

会計

平成２９年度

企業立地対策事業事項

３つの約束

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 対象外

○
評価年度


